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群馬県市町村職員共済組合第２期データヘルス計画 

 

本組合の短期給付財政は、組合員数の減少に伴う掛金･負担金収入の減少、高齢者医療制度への支援金等支出の増加により大変厳しい財政
状況となっている。 
特に後期高齢者支援金においては、平成２９年度にその算出方法が全面総報酬割になり、平成３０年度以降には加算減算制度の見直しが

検討され、短期給付財政は厳しさを増している。 

このような状況の中、短期給付財政安定化のため、医療費等の現状についての認識と理解を深め医療費の削減を行っていく必要がある。 
 このため、「地方公務員等共済組合法第１１２条第３項に規定する地方公務員共済組合が行う健康の保持増進のために必要な事業に関す
る指針（平成１６年８月２日総務省告示第６４１号）」に則り、ここに平成３０年度から平成３５年度までの間における「群馬県市町村職
員共済組合第２期データヘルス計画」を定める。 
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保険者番号

組合名称

組合員数（平成30年3月31日 現在) 20,710名 非常勤

男性61.7%（平均年齢42.6歳）*

女性38.3%（平均年齢40.4歳）*

加入者数（平成30年3月31日 現在) 40,033名

所属所数 65ヵ所

短期財源率 91.200‰

全体 組合員 被扶養者

特定健康診査実施率（平成28年度) 84.4% 95.6% 50.1%

特定保健指導実施率（平成28年度) 7.8% 7.9% 7.2%

319,594

53,031

21,683

20,225

2,289

7,378

6,264

430,464

476,957

90.25

　（注）記載要領参照

短期給付財政安定化計画実施体制

保健課 短期給付担当
　事務局

福祉課 保健貯金担当

顧問医

不明

不明

保健師等 0

保健師等 不明

共済組合と所属所側の医療専門職

(平成30年3月末見込)

保

健

事

業

費

予算額（千円）

(平成30年度 注)
組合員一人当たり金額（円）

20,785

0

共済組合

302

356

不明産業医

所属所

0

0

32100414

群馬県市町村職員共済組合

保養関係費

健康保持増進対策費

疾病予防対策費

インセンティブ（健康ポイント）関係費

特定健康診査費

保健関係費

特定保健指導費

2,561

1,047

977

111

常勤

a/b×100 （%）

小計　…a

15,432

経常支出合計（千円）　…b　

１-１ 組合の現状 
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男性組合員 男性被扶養者 女性組合員 女性被扶養者 

組合員の年齢構成については、男性45歳～49歳、女性40歳～44歳が最も多く、40歳代の組合員が全組合員の約30％を占める。 
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共済組合の取組
8,2 10,1 11,1 12,9 21,0 22,0 23,0 24,0 26 29

資格
対象

所属所
性別 対象者

1 特定健診（組合員）

【目的】組合員の健康維持、生活習慣病の予防

【概要】事業主が行う定期健診又は、本組合人間

ドックを特定健診として実施

組合員 全て 男女 40 ～ 74 全員 4

1 特定健診（被扶養者）

【目的】被扶養者等の健康維持、生活習慣病の予

防

【概要】対象者に受診券を送付のうえ、健診実施医

療機関及び市町村の集団検診等で特定健診を受

診

被扶養者 全て 男女 40 ～ 74 全員 2

特

定

保

健

指

導

3 特定保健指導

【目的】生活習慣病の発症リスク保有者の生活習

慣、健康状態の改善

【概要】利用券を該当者本人に直送又は所属所経

由で送付し、特定保健指導を実施

組合員

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74 基準該当者 1

保

健

事

業

宣

伝
4 広報紙発行

【目的】情報発信、健康意識の高揚

【概要】機関紙（組合の運営、収支及び健康情

報）の発行（6回/年）

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 2

1 人間ドック

【目的】健康状態の確認、疾病の早期発見、早期

治療

【概要】費用の一部補助、特定健診の上乗せとして

実施

組合員

被扶養配偶者
全て 男女

全員

（被扶養配

偶者30歳以

上）

2

1 がん検診
【目的】がんの早期発見

【概要】費用の一部補助
組合員 全て 男女 全員 1

1 歯周疾患検診

【目的】う蝕予防や口腔ケアの推進、歯科医療費の

適正化

【概要】費用の全額助成

組合員 全て 男女 全員 1

・受診率の向上（目標65%以上）

・周知不足

・受診者数13,964名

（内被扶養配偶者1,426人）

　日帰りドック　12,701名

　１泊ドック　874名

　脳ドック　274名

　ＭＲＩ　115名

・受診率　57.96%

受診者数　258名

受診率　1.26%
－

・受診率の向上（目標25%以上）

・歯科、口腔ケアに対する理解不足（理解させ

る工夫不足）

疾

病

予

防

事

業

注2)

評価年齢

対象者
事業費

(千円)

振り返り

【動機付け支援】

　利用者数　126名

　実施率　　11.1%

【積極的支援】

　利用者数　75名

　実施率　5.2%

【全体】

　利用者数　201名

　実施率　7.8%

広報紙発行　年6回

組合員に各所属所経由で配付

・自宅に訪問して実施する特定保健指導を導入

し利用機会を増やした

・所属所で行う保健指導を推進し利用機会を増

やした

タイムリーな情報提供により共済組合が実施する

保健事業の周知及び実施率の向上に寄与

実施状況・時期 成功・推進要因

予算

科目

注１】

事業

分類

事業名 事業の目的および概要

特

定

健

康

診

査

・受診者数　743名

　胃検診　128名

　受診率　0.62%

　大腸検診　281名

　受診率　1.37%

　子宮検診　108名

　受診率　1.39%

　乳房検診　226名

　受診率　2.91%

－

・受診率の向上（目標25%以上）

・周知不足

・費用の全額補助を検討する。

課題及び阻害要因

・対象者の保健指導に対する理解不足（理解

させる工夫不足）

・保健指導への参加機会の不足

・ドック当日に利用できる医療機関が少ない

・読ませる工夫不足

・配付されない組合員や自宅に持ち帰らない組

合員も多い

受診者数　11,537名

実施率　　95.6%

所属所及び健診機関に対し、データの提供を促し

た。

・健診結果の提供に関する契約ができていない

所属所がある。

・データの提出をしない所属所及び健診機関が

ある。

受診者数　1,980名

実施率　　50.1%

・自宅あてに受診券及び案内を送付

・利便性の高い集団健診で受診機会を増加

・対象者の健診に対する理解不足（理解させ

る工夫不足）

・受診機会の不足

・被扶養配偶者の全ドックコース申込可

・助成金額の増額

１-２ 保健事業の実施状況 
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共済組合の取組
8,2 10,1 11,1 12,9 21,0 22,0 23,0 24,0 26 29

資格
対象

所属所
性別 対象者

注2)

評価年齢

対象者
事業費

(千円)

振り返り

実施状況・時期 成功・推進要因

予算

科目

注１】

事業

分類

事業名 事業の目的および概要
課題及び阻害要因

１-２ 保健事業の実施状況 

5 メンタルヘルス相談

【目的】精神疾患者に対し早期にカウンセリングを行

い重傷化予防を図る

【概要】年度内3回まで費用を全額助成（4回目以

降は全額相談者本人負担となります）

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

7 インフルエンザ予防
【目的】インフルエンザ感染予防及び重症化予防

【概要】費用の一部補助

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

7 健康管理対策

【目的】所属所が行う健康に対する事業費用の一部

助成を行い、組合員の健康に対する意識の向上

【概要】費用の一部補助

組合員 全て 男女 全員 2

4 健康保健教室

【目的】心と体の健康、医療費の適正化

【概要】講演と実技を交え健康に対する意識の向上

を図る

組合員

その家族
全て 男女 全員 3

7 医療費のお知らせ
【目的】医療コストの認識と健康管理意識の高揚

【概要】年2回配付

組合員

被扶養者
全て 男女 0 ～ 75 全員 800 4

7 ジェネリック医薬品差額通知
【目的】後発医薬品の使用割合の向上

【概要】年2回配付

組合員

被扶養者
全て 男女 18 ～ 75 基準該当者 120 4

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１：３９％以下　　２：４０％以上　　３：６０％以上　　４：８０％以上　　５：１００％以上

未利用の所属所に対し利用案内

・利用率の向上（目標90%以上）

・事業に対する理解不足（事業内容の周知不

足）

比較的健康意識の高い方が参加しており、生

活習慣病リスク保有者に対する参加方策の検

討が必要

相談件数　39回

過去６か月分を通知しているため、組合員等が

忘れている場合が多く、通知回数、通知の時期

等課題がある。

年2回　6月及び１２月に組合員及び被

扶養者に配付

平成３２年度の使用割合８０％以上に向け

て、さらなる対策を講じることが必要。具体的に

は切替通知をしていない者に範囲を広げて切替

えの勧奨通知等を実施することも必要であると

思われる。

疾

病

予

防

事

業

・組合員

・被扶養配偶者

・実施年度18歳未満被

扶養者

－ ・委託先カウンセリングルーム等の拡充

・受診率の向上（目標50%以上）

・周知不足

健康づくり教室（栄養講演、体組成測

定、運動指導）

参加者　55名/定員80名

5年ぶりの開催

利用者数　12,787名

利用率　34.5%

利用対象者の拡大（実施年度18歳未満の被

扶養者）

平成２４年度から実施しているが、毎年使用割

合は増加し平成29年度４月には使用割合７

０％を超えている。

年2回　6月及び１２月に組合員及び被

扶養に配付

実施数　34所属所

実施者数　16,230名

配付による内容照会件数は少ないものの、組合

員等に医療コストの振り返りの機会には役だってい

ると思われる。

１ 特定健診の被扶養者の実施率が目標値に達していないことから、さらなる周知徹底を図る必要がある。 

２ 特定保健指導の実施率が１０％以下である。所属所との連携及び対象者への利用に係る周知等徹底する必要がある。  

３ 広報紙については全組合員1人1人に配付されておらず、また、持ち帰らない組合員が多く被扶養者への周知がされていない。 

４ 人間ドック受診者は固定化され受診率は横ばいである。 

５ 組合員におけるがん検診及び歯周疾患健診の受診率が低いため、周知を徹底する必要がある。 

６ メンタルヘルス相談、インフルエンザ予防、健康管理対策については、所属所と連携し利用向上に周知を徹底する必要がある。  

７ 健康保健教室は、健康意識の低い方でも参加しやすい教室を企画することが必要である。  
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１-３ 特定健診・特定保健指導の実施状況等 

0.0% 50.0% 100.0% 150.0%

７０～７４歳 

６５～６９歳 

６０～６４歳 

５５～５９歳 
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４０～４４歳 

自組合 全組合集計 

特定保健指導対象者の減少率が全組合集計と比較しても低い。特定保健指導を利用しない者が多いことが原因と考えられる。 
カ． 

特定保健指導実施率が低いことから減少率が全組合集計と比較しても下回っているが、６０歳～６９歳の各年齢階級においては全組合集計を上回っている。 
オ． 

被扶養者の特定保健指導実施率は全組合集計を見ても全体的に低いが本組合の４５歳～４９歳、６５歳～７４歳の各年齢階級において全国集計を上回っている。更なる実施

率向上のため、制度の周知等の強化を図る必要がある。 エ． 

組合員の特定保健指導実施率は、全年齢階級において全組合集計と比べ著しく下回っている。 

制度の周知はもとより、就業時間中にも実施できるよう所属所とのコラボヘルスの強化を図ることが必要である。 ウ． 

・ 組合員の受診率は、４０歳～５９歳及び７０歳～７４歳の各年齢階級において全組合集計を上回っているが６０歳～６９歳の各年齢階級は全組合集計と同 

水準又は下回っている。人間ドックを特定健診に替えられることができる他、事業主健診のデータが授受できることが高水準の要因と考えられる。 

・ 被扶養者の受診率は、６５歳～６９歳の年齢階級を除き全組合集計を上回っている。 

     なお、被扶養者については、健診実施医療機関及び住民健診等で自主的に受診しているため、健康意識の高い方が受診している状況である。 
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イ． 

【特定健診の実施率】 
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【特定保健指導の実施率】 
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オ．メタボ該当率の減少率＿組合員 

カ．特定保健指導対象者の減少率＿組合員 
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①平成２９年度決算状況（介護保険を除く。）

前年度決算額 比較増△減

負担金 5,903,706,478 5,895,685,838 8,020,640

掛金 5,864,195,775 5,858,689,664 5,506,111

任意継続掛金 106,239,350 133,249,080 △ 27,009,730

前年度繰越支払準備金 832,432,125 841,290,458 △ 8,858,333

その他 676,251,119 725,679,169 △ 49,428,050

合計 13,382,824,847 13,454,594,209 △ 71,769,362

保健給付 4,827,072,772 4,810,303,309 16,769,463

休業給付 580,408,725 669,599,425 △ 89,190,700

災害給付 0 1,266,750 △ 1,266,750

附加給付等 93,142,205 99,346,099 △ 6,203,894

前期高齢者納付金 2,732,966,682 3,452,832,722 △ 719,866,040

後期高齢者支援金 2,291,600,809 2,333,435,580 △ 41,834,771

老人保健・退職者給付拠出金 138,844,646 237,371,292 △ 98,526,646

連合会払込金等 749,811,056 710,464,998 39,346,058

次年度繰越支払準備金 833,530,150 832,432,125 1,098,025

その他 32,199,469 36,968,227 △ 4,768,758

合計 12,279,576,514 13,184,020,527 △ 904,444,013

１-４　医療費の分析（原因分析）

      ②支出の構造（介護保険を除く。）

収
　
入

支
　
出

前年度決算額との比較
決　算　額科目　　　　　　　　　　　　　区分

（１）短期給付財政状況

39% 

5% 

0% 
1% 

22% 

19% 

1% 6% 
7% 

0% 

保健給付 

休業給付 

災害給付 

附加給付等 

前期高齢者納付金 

後期高齢者支援金 

老人保健・退職者給付拠出金 

連合会払込金等 

次年度繰越支払準備金 

その他 
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（２）一人当たり医療費

１-４ 医療費の分析（原因分析） 

組合員は、脳血管障害が全国より上回っているが、他については下回っている。 
ク． 

循環器系疾患が最も高い。 
キ． 

キ．疾病大分類別一人当たり医療費＿組合員・男性 ク．生活習慣病に関わる疾病の一人当たりの医療費＿組合員 

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

09:循環器系疾患 

02:新生物 

10:呼吸器系疾患 

11:消化器系疾患 

04:内分泌・栄養・代謝疾患 

13:筋骨格系・結合組織疾患 

14:腎尿路生殖器系疾患 

19:損傷・中毒・外因性 

05:精神・行動障害 

07:眼・付属器疾患 

03:血液・造血器・免疫障害 

06:神経系疾患 

01:感染症・寄生虫症 

12:皮膚・皮下組織疾患 

18:他に分類されないもの 

88:ワープロ病名等 

08:耳・乳様突起疾患 

21:健康影響・保険サービス 

17:先天奇形変形・染色体異常 

15:妊娠・分娩・産じょく 

16:周産期発生病態 

22:重症急性呼吸器症候群など 

全組合集計 自組合 

0 100 200 300 400 500 600

糖尿病 

脳血管障害 

虚血性心疾患 

動脈閉塞 

高血圧症 

高尿酸血症 

高脂血症 

肝機能障害 

高血圧性腎臓障害 

人工透析 

全組合集計 自組合 

円 円 
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１-４ 医療費の分析（原因分析） 

全て全国を下回っている。 
コ． 

新生物が最も高く、全国と比較してもかなり高くなっている。 
ケ． 

ケ．疾病大分類別一人当たり医療費＿組合員・女性 コ．生活習慣病に関わる疾病の一人当たりの医療費＿被扶養者 

0 500 1000 1500 2000

02:新生物 

10:呼吸器系疾患 

04:内分泌・栄養・代謝疾患 

13:筋骨格系・結合組織疾患 

09:循環器系疾患 

14:腎尿路生殖器系疾患 

15:妊娠・分娩・産じょく 

11:消化器系疾患 

07:眼・付属器疾患 

19:損傷・中毒・外因性 

05:精神・行動障害 

12:皮膚・皮下組織疾患 

01:感染症・寄生虫症 

18:他に分類されないもの 

88:ワープロ病名等 

06:神経系疾患 

03:血液・造血器・免疫障害 

08:耳・乳様突起疾患 

21:健康影響・保険サービス 

17:先天奇形変形・染色体異常 

16:周産期発生病態 

22:重症急性呼吸器症候群など 

全組合集計 自組合 

0 50 100 150 200

糖尿病 

脳血管障害 

虚血性心疾患 

動脈閉塞 

高血圧症 

高尿酸血症 

高脂血症 

肝機能障害 

高血圧性腎臓障害 

人工透析 

全組合集計 自組合 

円 円 
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１-５ 健康分布図等 

血圧及び血糖値ともに４０歳から年齢階級が上がるとともに割合が高くなる。 
シ、ス 

肥満の割合が全組合集計３６．１１％よりも０．６３％低いが、保健指導基準値以上及び受診勧奨基準値以上の割合が全組合集計よりも高いことから、特定保健指導の実施の

推進及び医療機関への受診勧奨などの取り組み強化が求められる。 サ 

サ．健康分布図＿男女計 シ．血圧値が保健指導基準値以上の者の割合＿組合員・被扶養者 

ス．血糖値が保健指導基準値以上の者の割合＿組合員・被扶養者 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

７０～７４歳 

６５～６９歳 

６０～６４歳 

５５～５９歳 

５０～５４歳 

４５～４９歳 

４０～４４歳 

自組合 

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%

７０～７４歳 

６５～６９歳 

６０～６４歳 

５５～５９歳 

５０～５４歳 

４５～４９歳 

４０～４４歳 

自組合 

16.7% 

7.37% 

7.76% 

6.25% 

10.85

% 

8.27% 

10.11

% 

Ａ．非肥満        Ｂ．肥満 

33.11% 

16.29% 

6.54% 

7.94% 

6.28% 

10.38

% 

7.77% 

11.68

% 

Ａ．非肥満        Ｂ．肥満 

自組合 

全組合 

64.52% 35.48% 

63.88% 36.11% 

Ｃ．収縮期≧130 or 拡張期≧ 85 

Ａ．空腹時血糖≧126 ＨbＡ1c≧6.5% 

32.69% 
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人 ％

*3疾病治療の服薬あり *3疾病治療の服薬なし

人 ％ 人 ％

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90

人 ％ 人 ％

*高血圧治療の服薬なし *高血圧治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

*服薬あり／なしは、問診回答で判定

*3疾病治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症いずれか１つ以上の治療薬の服薬ありを指す

人 ％

*3疾病治療の服薬あり *3疾病治療の服薬なし

人 ％ 人 ％

HbA1c 6.5% 以上 HbA1c 6.4% 以下

人 ％ 人 ％

*糖尿病治療の服薬なし *糖尿病治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

HbA1c数値

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

*服薬あり／なしは、問診回答で判定

*3疾病治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症いずれか１つ以上の治療薬の服薬ありを指す

0.89

447 3.31
180≦SBP & 110≦DBP 4 0.16 15 0.61 101 0.91 120

160≦SPB＜180 & 100≦DBP＜110 28 1.14 109 4.44 310 2.80

11.98 1,937 14.33

130≦SBP＜140 & 85≦DBP＜90 118 4.80 390 15.88 44 0.47 1,368
140≦SBP＜160 & 90≦DBP＜100 96 3.91 516 21.01 1,325

14.67 1,920 14.21

9,175 98.41 血圧 合計

血圧
SBP＜130　& DBP＜85mmHg 493 20.07 687 27.97 104

739 30.09 1,717 69.91 148 1.59

1.12 7,807 83.74 9,091 67.27

11,059 81.83

1,736 15.70 9,323 84.30

血圧測定実施者数 13,515 実施率 100.00

2,456 18.17

2.09
ＨbＡ1c数値 【再掲】　8.4%～ 11 0.47 61 2.62 49 0.46 121 0.94

ＨbＡ1c数値　7.4%～ 29 1.25 156 6.71 84 0.80 269

32 1.38 98 4.22 58 0.55

ＨbＡ1c数値　6.5%～6.8% 77 3.31 63 2.71 117 1.11
ＨbＡ1c数値　6.9%～7.3% 188 1.46

15.14 63 2.71

5,279 51.33 5,991 46.56

9.13 1,402 10.90

37.67 4,761 37.00

257 2.00

ＨbＡ1c数値　5.6%～5.9% 789 33.94 23 0.99 75

48 0.47 939

0.73 3,874
ＨbＡ1c数値　6.0%～6.4% 352

10,092 98.13 HbA1c 合計

ＨbＡ1c数値　～5.5% 638 27.44 5 0.22 69 0.67

1,917 82.45 408 17.55 192 1.87

10,543 81.93

259 2.46 10,284 97.54

HbA1c実施者数 12,868 実施率 95.21

2,325 18.07

１-６ 生活習慣病リスクと医療機関の受診状況等 

高血圧（収縮期140mmHg以上又は拡張期90mmHg以上）でありながら服薬なしの者が約75％を占める。    ソ 

保健指導基準値以上で生活習慣病レセプトのない者が約85％を占める。    セ 

円 

セ．（生活習慣病・健診レベル判定と医療受診状況） 
【リスクフローチャート】 

ソ．（脳卒中／心疾患） 

タ．（糖尿病） 

3,124人 549人 

0 1000 2000 3000 4000

保健指導基準値以上  

0 100020003000400050006000

服薬あり 

受診勧奨基準値以上 

保健指導基準値以上 

基準範囲内 

健
診
受
診
者
の
健
康
レ
ベ
ル
判
定

 
健
診
非
受
診
者

 

生活習慣病レセなし 生活習慣病レセあり 

人 

（在職） 

糖尿病治療の服薬があるが受診勧奨基準値（HbA1c8.4％）以上の者が約15％を占める。    タ 
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１-７ 後発医薬品の使用状況 

平成２８年度の年代別使用割合であるが、７０％を超えている年代は少なく、全組合ベースでみてもおおむねその状況は変わらない。 
チ 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

７０～７４歳 

６５～６９歳 

６０～６４歳 

５５～５９歳 

５０～５４歳 

４５～４９歳 

４０～４４歳 

３５～３９歳 

３０～３４歳 

２５～２９歳 

２０～２４歳 

１５～１９歳 

１０～１４歳 

５～９歳 

０～４歳 

自組合 全組合集計 

チ．（後発医薬品の使用割合） 
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特徴 対策検討時に留意すべき点 

基
本
情
報 

保
健
事
業
の
実
施
状
況 

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

２ 健康課題の抽出 

・組合員の6割以上が男性である。 

・組合員の年齢構成は男女ともに40歳～44歳が最も多い。 

 

・40歳代前半の加入者数が多いため、生活習慣病の重症化予防対策が有効であ

る。 

・若年層の健康に対する意識向上のための対策を検討する。 

・被扶養者の特定健康診査受診率が低い。 

・保健事業に対する理解不足及び周知不足 

・被扶養者の特定健康診査受診率向上のための対策を検討する。 

・所属所との連携により周知徹底を図る。 
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資格
対象

所属所
性別 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 アウトプット アウトカム

保
健
事
業
宣
伝

4
既
存

広報紙発行

【目的】情報発信、健康意識の醸成
【概要】広報紙（組合の運営、収支
及び健康情報等）の発行（6回/
年）

組合員
被扶養者

全て 男女 全員 1
・プロモーションの効果を最
大化するために、紙面の内
容について工夫する。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・周知の徹底（対象者
100%）

－

1

既
存

(

法
定

)

特定健診（組合員）

【目的】特定健診の受診率向上、組
合員の健康維持
【概要】メタボリック・シンドロームに着
目した健康状況の把握及びリスク者
のスクリーニング。事業主と連携（コラ
ボヘルス）を図り受診率向上を目指
す。

組合員 全て 男女 40 ～ 74 全員 1

・事業主と協力して健診受
診の重要性を訴求する。
・未受診者への受診勧奨
案内の工夫

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・健診実施の促進（実施率
95%以上）

・受診者の健康維持（特定
保健指導該当率10%未
満）

1

既
存

(

法
定

)

特定健診（被扶養者）

【目的】特定健診の受診率向上、被
扶養者の健康維持
【概要】メタボリックシンドロームに着目
した健康状況の把握及びリスク者のス
クリーニング。周知徹底や啓発活動を
行い受診率向上を目指す。

被扶養者 全て 男女 40 ～ 74 全員 1

・被扶養者の受診率向上
を図るため、受診勧奨通知
や案内について工夫する。
・未受診者への案内につい
て工夫する。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・健診実施の促進（実施率
65%以上）

・受診者の健康維持（特定
保健指導該当率10%未
満）

特
定
保
健
指
導

3

既
存

(

法
定

)

特定保健指導(被保険者)

【目的】特定保健指導の実施率向
上、生活習慣病リスク保有者の生活
習慣、健康状態の改善
【概要】メタボリックシンドロームの減少
を目的に、保健指導を実施。実施率
向上を目指し、事業主の専門職等と
連携を緊密に図るとともに、外部委託
業者を活用し所属所一括での保健
指導を促進する。

組合員
被扶養者

全て 男女 40 ～ 74 全員 1

・外部委託業者を活用し、
コラボヘルスで所属所一括
での保健指導を行う。
・受診勧奨通知や未受診
者への案内を工夫する。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

実施の促進（実施率45%
以上）

・実施者の健康改善（特定
保健指導の非該当率40%
以上）

1
既
存

人間ドック

【目的】健康状態の確認、疾病の早
期発見・早期治療。
【概要】費用の一部補助。特定健診
の上乗せとして実施。

組合員
被扶養配

偶者
全て 男女

全員
(被扶
養配偶
者30
歳以
上)

1
自己負担額の枠組みの変
更等人間ドックを受診しや
すい環境整備を検討する。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・受診の促進 ・受診率65%以上

1
既
存

がん検診
【目的】がんの早期発見
【概要】費用の一部補助

組合員 全て 男女 全員 1

・疾病予防・重症化予防を
目的とし、更なる受診率向
上を図るため、健診機関・
内容及び助成金等の見直
しを検討する。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・被扶養者の実施
・検診メニューや自己負担額
の枠組みを変更（全国）
・受診の促進

・受診率25%以上

1
既
存

歯周疾患検診

【目的】う蝕予防や口腔ケアの推進、
歯科医療費の適正化
【概要】費用の全額補助、歯周病検
査キットによる診査

組合員 全て 男女 全員 1
・更なる周知を図り、利用
向上に努める。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・受診の促進

・う蝕、歯周病者の減少
・受診率25%以上
・医療費の減少

加入者への意識づけ

特
定
健
康
診
査

個別の事業

年齢

目標
予算
科目

事業名 事業の目的および概要
注２)
実施
主体

対象者注１)
事業
分類

実施計画

３ 保健事業の実施計画
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資格
対象

所属所
性別 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 アウトプット アウトカム年齢

目標
予算
科目

事業名 事業の目的および概要
注２)
実施
主体

対象者注１)
事業
分類

実施計画

３ 保健事業の実施計画

1
既
存

歯科健康診査

【目的】歯科疾患の早期発見、早期
治療及び生活習慣病予防
【概要】費用の全額補助、歯科医療
機関において、問診、歯と歯肉の状
況、口腔清掃の状態及び歯石の付
着、その他所見（歯の歯列咬合、楔
状欠損等）を診査する。

組合員 全て 男女
基準対
象者

1

・周知を図り、利用向上に
努める。
・対象年齢の見直しを検
討。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・う蝕、歯周病者の減少
・受診の促進

・う蝕、歯周病者の減少
・受診率50%以上
・医療費の減少

5
既
存

メンタルヘルス相談

【目的】精神疾患者に対し早期にカウ
ンセリングを行い重症化予防を図る
【概要】年度内3回まで費用を全額
助成（4回目以降は全額相談者本
人負担）。

組合員
被扶養者

全て 男女 全員 1
・委託先カウンセリングルー
ム等の拡充を検討
・助成回数等の検討

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・周知の徹底
・受診環境の向上（利用回
数の検討）

・疾病予防
・医療費の減少

7
既
存

インフルエンザ予防
【目的】インフルエンザ感染予防及び
重症化予防
【概要】費用の一部補助

組合員
被扶養者

全て 男女
基準対
象者

1
・受診率の向上を図るた
め、周知を徹底する。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・周知の徹底
・受診の促進

・受診率50%以上
・医療費の減少

7
既
存

健康管理対策

【目的】所属所が組合員の健康づくり
のために行う疾病予防対策、健康診
断、体育館系事業及び各種講演
会・講習会に対し助成を行い、健康
の保持・増進及び健康に対する意識
の向上に努める。
【概要】費用の一部補助

組合員 全て 男女 全員 1
・全所属所が利用できるよ
う周知徹底を図る。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・利用の促進（利用率90%
以上）

・健康に対する意識の向上

4
既
存

健康保健教室

【目的】健康の保持・増進や医療費
の適正化
【概要】健康に関する教室を開催する
ことにより生活習慣の改善や健康意
識の醸成を図る。

組合員
その家族

全て 男女 全員 1

・外部業者を活用し、生活
習慣病に予防・改善に効
果的な健康保健教室を開
催する。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・生活習慣の改善
・健康に対する意識の向上
・医療費の減少

4
既
存

禁煙プログラム支援

【目的】医療費の削減、特定保健指
導該当者の抑制
【概要】費用の一部補助、外部業者
が行っている禁煙プログラムを活用し、
喫煙者に健康意識の改善及び禁煙
への導入意識向上を図る。

組合員 全て 男女

喫煙1
年以上
の組合
員

1
・周知徹底を図る。
・助成額の見直しを検討。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・利用者の促進
・医療費の減少、特定保健
指導該当者の抑制
・喫煙者の減少

2
既
存

重症化予防対策

【目的】健診結果が受診勧奨領域に
ある高リスク者を早期受診に繋げる。
【概要】血糖に注目し早期治療を促
すための受診勧奨通知を作成し送付
する。

組合員
被扶養者

全て 男女 40 ～ 74 全員 1

・健診データ及びレセプト
データに基づき、医療機関
への受診を促す施策を実
施。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・医療機関への新規受診の
促進（対象者の50%以
上）

・血糖の管理

30歳以上5
歳刻み組合
員（任意家
続組合員除
く）

・組合員
・被扶養配偶者
・実施年度18歳未
満被扶養者

疾
病
予
防
事
業

- 13 -



資格
対象

所属所
性別 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 アウトプット アウトカム年齢

目標
予算
科目

事業名 事業の目的および概要
注２)
実施
主体

対象者注１)
事業
分類

実施計画

３ 保健事業の実施計画

4
新
規

健康ポイント事業

【目的】個人インセンティブで健康意
識の向上及び行動変容を促す。
【概要】ウォーキング、保健指導の利
用など保健事業を積極的に活用した
者に健康ポイントを付与することで、
健康意識を醸成し健康保持増進を
図る。

組合員
被扶養者

全て 男女 全員 1
・周知徹底を図る。
・インセンティブ対象事業を
検討する。

・継続

・継続
・中間評価（過
去3年間の振り
返り）

・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・実施の促進

・利用率15%以上
・特定保健指導利用率の向
上（利用率45%以上）
・医療費減少

7
既
存

医療費のお知らせ
【目的】医療コストの認識と健康管理
意識の高揚
【概要】年2回配付

組合員
被扶養者

全て 男女 全員 1 ・配付方法の再検討 ・継続 ・継続
継続(評価結果
を踏まえて実施)

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・医療コストの認識 ・医療費の減少

7
既
存

ジェネリﾂク医薬品差額通知
【目的】後発医薬品への切替え促進
【概要】年2回配付

組合員
被扶養者

全て 男女
基準対
象者

1
・切替勧奨通知を工夫す
る。対象者を拡大する。

・継続 ・継続

切替者の促進
平成３２年度
に使用割合８
０％以上

・薬剤費の減
少

・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・切替えの促進 ・使用割合８０％以上

7
新
規

医療費分析報告

【目的】医療費の分析結果を基に所
属所においてその対策を講じる。
【概要】医療費分析結果を年１回配
付

所属所 全て 男女 全員 1
・提供するデータの内容を検
討する。

・継続 ・継続
・継続（評価結
果を踏まえて実
施）

・継続
・最終評価（過
去3年間の振り
返り）

・医療費分析結果の認識 ・コラボヘルス事業の充実

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１．共済組合　　２．所属所が主体で保健事業の一部としても活用　　３．共済組合と所属所との共同事業

そ
の
他

- 14 -


